
岐阜県豚熱緊急対策資金運営要綱 

 

平成 31年 3月 25日農経第 1483号 

最終改正   令和 3年 4月 1日農経第  109号 

 

第１ 目的 

この要綱は、家畜伝染病予防法（昭和２６年５月３１日法律第１６６号。以下「法」と

いう。）により所有する家畜の殺処分等を実施した農業者の早期の経営再建等を支援す

るため、農業者が国の手当金等を受給するまでの間に必要な資金を迅速に融通する融資

機関に対し、県が予算の範囲内において利子補給することとし、その交付に関しては、

岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）に定

めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

第２ 貸付条件 

県が利子補給を行う本資金の貸付条件は、次のとおりとする。 

１ 貸付対象者 

貸付対象者は、次に掲げる者（以下「被害農業者」という。）とする。 

（１）法の規定により所有する家畜の殺処分、埋却処分等を実施し、その損失に対し法

第５８条の手当金又は法第５９条の交付金を受給する見込みの農業者 

  （２）法第３２条の規定により豚熱のまん延を防止するための家畜、物品等の移動、

移入又は移出の禁止又は制限を受け、その損失に対し法第６０条第２項の規定によ

る助成金を受給する見込みの農業者 

 ２ 資金の使途 

被害農業者が、第２の１に規定する手当金、交付金又は助成金（以下「手当金等」と

いう。）の交付を受けるまでのつなぎ資金 

３ 貸付限度額 

県が貸付案件ごとに個別に認める額を上限とする。 

４ 償還期限等 

（１）償還期限 

償還期限は、貸付の実行の日から起算して 365日を超えない期間内で設定する。 

ただし、被害農業者は、手当金等を受給した場合、償還期限にかかわらず、速

やかに借入金の償還に充てることとする。 

（２）償還方法 

償還方法は、一括償還とする。 

５ 貸付利率 

本資金の貸付利率は、年１％とする。 

 ６ 保証及び担保 

   保証人及び担保は、徴収しないものとする。 

   ただし、原則、岐阜県農業信用基金協会の債務保証に付すものとする。 

 

第３ 借入申込及び利子補給承認申請等 

借入申込み及び利子補給承認申請等については、次のとおりとする。 

１ 事前協議 

  融資機関は、本資金を貸し付ける前に、豚熱緊急対策資金貸付見込額協議書（別記

第１号様式）により、貸付見込額について知事と協議する。 



２ 借入申込み 

（１）本資金を借り入れる場合の借入申込手続については、次に掲げる書類を融資機関

に提出する。 

    ア 豚熱緊急対策資金借入申込書(別記第２号様式。以下「借入申込書」という。)  

イ 岐阜県農業信用基金協会宛ての債務保証委託申込書（借入申込書の写しを添付

したもの） 

ウ その他融資機関が必要と認める書類 

（２）借入申込金額は、万円単位とする。 

３ 融資機関の審査 

（１）融資機関は、借入申込書の提出を受けたときは、その内容を審査し、貸付けを行

おうとするものについては、豚熱緊急対策資金利子補給承認申請書（別記第３号様

式。以下「利子補給承認申請書」という。）に、２により提出された書類一式の写

しを添えて知事に提出するものとする。 

（２）融資機関は、債務保証委託申込書の提出を受けたときは、その内容を審査し、２

により提出された書類一式の写しを添えて岐阜県農業信用基金協会に送付するも

のとする。 

４ 岐阜県農業信用基金協会の審査 

岐阜県農業信用基金協会は、融資機関から提出された書類に基づき審査し、保証を承

諾することを決定したときは、その融資機関に承諾の通知書を交付するとともに、借入

申込者にその旨を通知する。 

また、岐阜県農業信用基金協会は、借入申込者が保証の承諾を受けた資金を借り入れ

ようとする時に提出する債務保証委託証書を受理したときは、直ちに債務保証書を融資

機関に交付する。 

 ５ 審査の期間 

 ３及び４の審査は、本資金の目的が被害農業者への迅速な融資であることに鑑み、そ

れぞれ、おおむね１週間程度で行うものとする。 

   

第４ 利子補給の承諾 

１ 知事は、第３の３の規定による利子補給承認申請書の提出があった場合は、利子補給

の対象事業として適当であるかどうかを審査し、適当であると認めたものについて、融

資機関に豚熱緊急対策資金利子補給承諾書（別記第４号様式。以下「利子補給承諾書」

という。）を交付する。  

２ 融資機関は、貸付金額、償還日等に変更があった場合には、豚熱緊急対策資金利子補

給承諾変更等申請書（別記第５号様式。以下「変更申請書」という。）を知事に提出す

るものとする。 

３ 知事は、変更申請書の提出があったときは、その内容について審査し、適当と認めた

ものについて、豚熱緊急対策資金利子補給承諾変更等承認書（別記第６号様式。以下「変

更承認書」という。）を融資機関に交付する。 

４ 変更承認後に県が支払う利子補給金の総額は、当初の利子補給承諾時の条件で算出し

た利子補給金の総額を超えないものとする。 

 

第５ 貸付実行 

１ 融資機関は、利子補給承諾書の交付を受けたときは、速やかに貸付けを実行するも

のとする。 

 



２ 融資機関は、貸付けの実行後速やかに、豚熱緊急対策資金貸付実行報告書（別記第７

号様式）を知事に提出する。 

３ 融資機関は、貸付けの実行を中止したときには、変更申請書を知事に提出するものと

する。 

４ 知事は、３の変更申請書の提出があったときは、その内容について審査し、適当と認

めたものについて、変更承認書を融資機関に交付する。 

 

第６ 資金の管理 

１ 資金の使途 

資金の使途が融資制度の趣旨から逸脱し、又は違法、不法若しくは不適正と認められ

る場合には、利子補給金の打切り及び遡及返還の措置を講ずることがある。 

２ 手当金等の管理 

  融資機関は、当該融資機関に被害農業者が手当金等を受け入れる専用口座を設けさせ、

本資金を速やかに償還できるようにする。 

 

第７ 利子補給 

知事は、融資機関が本資金を貸し付けたときは、当該融資機関に対し、この要綱の定め

るところにより、予算の範囲内で利子補給を行うものとする。 

利子補給率については、第２の５に規定する貸付利率と同率とする。 

 

第８ 利子補給の額 

１ 第７の規定により交付する利子補給金の額は、貸付けの実行の日から償還期日又は手

当金等の交付を受けて本資金の償還を受けた日のいずれか早い日までの期間において

算出した融資平均残高（期間中の毎日の最高残高の総和をその期間中の日数で除して得

た金額とする。）に対し、利子補給率の割合で計算した金額の合計額とする。 

２ １に規定する利子補給金の計算に当たっての利子補給率に年率を用いる場合、融資平

均残高は、計算期間中の毎日の最高残高の合計額の総和（以下「積数」という。）を年

間の日数で除して得た額（積数／３６５）とする。 

 

第９ 利子補給金の交付申請 

融資機関は、被害農業者から本資金の償還を受けたときは、速やかに、豚熱緊急対策

資金交付申請書（別記第８号様式）に豚熱緊急対策資金利子補給金交付申請明細書（別

記第９号様式）を添付して、これを知事に提出しなければならない。 

 

第１０ 利子補給金の交付決定 

知事は、第９の規定による申請書の提出があった場合において、当該申請に係る書類

の審査を行い、当該申請に係る利子補給金を交付すべきと認めるときは、豚熱緊急対策

資金利子補給金交付決定通知書（別記第１０号様式）に豚熱緊急対策資金利子補給金交

付決定明細書（別記第１１号様式）を添付して、融資機関に交付するものとする。 

 

第１１ 実績報告 

  融資機関は、第１０の通知を受けたときは、遅滞なく、豚熱緊急対策資金利子補給

実績報告書（別記第１２号様式）に豚熱緊急対策資金利子補給金実績明細書（別記第１

３号様式）を添付して、速やかに知事に提出するものとする。 

 



第１２ 利子補給金の確定 

  知事は、第１１の実績報告書の提出があった場合は、当該報告に係る書類の審査等

を行い、当該報告を適当と認めたときは、交付すべき利子補給金の額を確定し、融資機

関に豚熱緊急対策資金利子補給金交付額確定通知書（別記第１４号様式）を交付するも

のとする。 

 

第１３ 利子補給金の請求 

融資機関は、第１２の交付額確定通知書の交付を受けたときは、遅滞なく、豚熱緊急

対策資金利子補給金交付請求書（別記第１５号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

第１４ 利子補給金の支払 

知事は、第１３の交付請求書の提出があったときは、これを受理した日から３０日以

内に支払うものとする。 

 

第１５ 利子補給の打切り等 

 知事は、融資機関の責に帰すべき理由により融資機関がこの要綱又は利子補給承諾書

の内容に違反したときは、融資機関に対する利子補給を打ち切り、又は既に交付した利

子補給金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

 

第１６ 報告の徴収 

融資機関は、知事が当該融資機関の行った利子補給に係る本資金の貸付けに関し報告

を求めた場合又はその職員をして当該貸付けに関する帳簿、書類等を調査させることを

必要とした場合には、これに協力しなければならない。 

 

第１７ 協議 

この要綱に定めるもののほか、制度の運用に疑義が生じた場合は、県が融資機関と協

議のうえ決定するものとする。 

 

 

附則  

この要綱は、平成３１年３月２５日から適用する。 

    附則  

この要綱は、令和元年１２月２日から適用する。 

    附則  

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

 


